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第 73回税理士試験 相続税法解答速報（令和５年８月 11日 現在） 

解答は、弊社独自の見解に基づき作成するもので、主催者の解答を保証するものではありません。 

また、解答は予告なく変更することがあります。 

 

〔第一問〕 

問１（25点） 

⑴ 関連する条文（特定居住用宅地等の意義）（10点） 

 被相続人又は被相続人と生計を一にしていたその被相続人の親族の居住の用に供されていた宅地等で、

その被相続人の配偶者又は次の要件のいずれかを満たすその被相続人の親族（その被相続人の配偶者を

除く。以下同じ。）が相続又は遺贈により取得したものをいう。 

① その親族が相続開始の直前においてその宅地等の上に存するその被相続人の居住の用に供されてい

た一棟の建物（その被相続人、その被相続人の配偶者又はその親族の居住の用に供されていた部分と

して一定の部分に限る。）に居住していた者であって、相続開始時から申告期限まで引き続きその宅地

等を有し、かつ、その建物に居住していること。 

② その親族（その被相続人の居住の用に供されていた宅地等を取得した者で一定のものに限る。）が次

の要件の全てを満たすこと（その被相続人の配偶者又は相続開始の直前においてその被相続人の居住

の用に供されていた家屋に居住していた親族でその被相続人の法定相続人がいない場合に限る。）。 

イ 相続開始前３年以内に法施行地にあるその親族、その親族の配偶者、その親族の三親等内の親族

又はその親族と特別の関係がある法人が所有する家屋（相続開始の直前においてその被相続人の居

住の用に供されていた家屋を除く。）に居住したことがないこと。 

ロ その被相続人の相続開始時にその親族が居住している家屋を相続開始前のいずれの時においても

所有していたことがないこと。 

ハ 相続開始時から申告期限まで引き続きその宅地等を有していること。 

③ その親族がその被相続人と生計を一にしていた者であって、相続開始時から申告期限まで引き続き

その宅地等を有し、かつ、相続開始前から申告期限まで引き続きその宅地等を自己の居住の用に供し

ていること。 

⑵ 配偶者Ｂ及び子Ｃが取得した宅地 

① 配偶者乙が取得した宅地（５点） 

 配偶者乙が取得した宅地は、生計を別にする孫Ｄの居住の用に供されていた宅地であるため、⑴よ

り特定居住用宅地等に該当しない。 

② 子Ｃが取得した宅地（10点） 

イ 乙宅地 

 宅地を取得した子Ｃが同居親族でないため、⑴①より特定居住用宅地等に該当しない。 

ロ 丙宅地 

 生計を一にする子Ｃの居住の用に供されていた宅地をその生計を一にする子Ｃが取得しているた

め、⑴③より特定居住用宅地等に該当する。 
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問２（25点） 

⑴ 

① 課税関係 

イ 一般社団法人Ｚへの贈与税の課税（４点） 

 一般社団法人Ｚに対し財産の贈与があった場合において、贈与した個人Ｘの親族その他これらの

者と特別の関係を有する者の贈与税の負担が不当に減少する結果となると認められるときは、その

一般社団法人Ｚを個人とみなして贈与税を課税する。 

ロ 贈与税額の計算（２点） 

 イの場合において、一般社団法人Ｚは、個人Ｘ及び配偶者Ｙごとに、各一人のみから財産を取得

したものとみなして算出した贈与税額の合計額をもって納付すべき贈与税額とする。 

② 関連する条文 

イ 持分の定めのない法人に対する課税（４点） 

 持分の定めのない法人に対し財産の贈与等があった場合において､ その贈与等によりその贈与等

をした者の親族その他これらの者と特別の関係がある者の相続税又は贈与税の負担が不当に減少す

る結果となると認められるときは、その持分の定めのない法人を個人とみなして、贈与税又は相続

税を課する。 

ロ 贈与税額の計算（２点） 

 イの場合においては、贈与者の異なるごとに、その贈与者の各一人のみから財産を取得したもの

とみなして算出した贈与税額の合計額をもって納付すべき贈与税額とする。 

 

⑵ 

① 課税関係 

イ 一般社団法人Ｚへの相続税の課税（５点） 

 一般社団法人Ｚは、相続開始直前において個人Ｘ、配偶者Ｙ及びこれらの者の子２人が理事とな

っており、被相続人に係る同族理事の数が理事の総数のうちに占める割合が２分の１を超えるため、

一般社団法人Ｚは特定一般社団法人等に該当する。 

 したがって、一般社団法人Ｚは個人Ｘの相続開始の時におけるその一般社団法人Ｚの純資産価額

４億円をその時における同族理事の数に一を加えた４で除した１億円をその個人Ｘから遺贈により

取得したものと、その一般社団法人Ｚを個人とそれぞれみなして、その一般社団法人Ｚに相続税を

課税する。 

ロ 二重課税の控除（１点） 

 個人Ｘから令和２年に行われた資産の贈与について課された贈与税額は、一般社団法人Ｚの相続

税額から控除する。 

② 関連する条文 

イ 特定一般社団法人等に対する課税（４点） 

 一般社団法人等の理事である者(その一般社団法人等の理事でなくなった日から５年を経過して

いない者を含む。)が死亡した場合において、その一般社団法人等が特定一般社団法人等に該当する

ときは、その特定一般社団法人等はその死亡した者(以下「被相続人」という。)の相続開始の時に

おけるその特定一般社団法人等の純資産額(その有する財産の価額の合計額からその有する債務の

価額の合計額を控除した金額として一定の金額をいう。)をその時におけるその特定一般社団法人等
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の同族理事の数に一を加えた数で除して計算した金額に相当する金額をその被相続人から遺贈によ

り取得したものと、その特定一般社団法人等は個人とそれぞれみなして、その特定一般社団法人等

に相続税を課する。 

ロ 二重課税の控除（１点） 

 イにより特定一般社団法人等に相続税が課税される場合には、その特定一般社団法人等の相続税

の額については、持分の定めのない法人に対する課税の規定によりその特定一般社団法人等に課さ

れた贈与税及び相続税の税額を控除する。 

ハ 用語の意義 

⒜ 同族理事（１点） 

 一般社団法人等の理事のうち、被相続人又はその配偶者、三親等内の親族その他その被相続人

の特殊関係者をいう。 

⒝ 特定一般社団法人等（１点） 

 一般社団法人等で次に掲げる要件のいずれかを満たすものをいう。 

ⅰ 被相続人の相続開始直前におけるその被相続人に係る同族理事の数の理事の総数のうちに占

める割合が２分の１を超えること。 

ⅱ 被相続人の相続開始前５年以内においてその被相続人に係る同族理事の数の理事の総数のう

ちに占める割合が２分の１を超える期間の合計が３年以上であること。 
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〔第二問〕 

１ 各相続人等の相続税の課税価格の計算 

⑴ 遺贈により取得した個々の財産の価額の計算 （単位：円） 

財産の種類 取 得 者 
課税価格に算

入される金額 
計  算  過  程 

宅地Ｆ 兄 Ｂ ➊ 35,585,936 ⑴ 正面路線の決定 

    ① 140,000×（※１）1.00＝140,000 

      （※１） 
270㎡＋380㎡

14ｍ＋26ｍ
 ＝16.25ｍ ＜ 22ｍ 

           ∴ 16.25ｍ → 1.00 

    ② 140,000×（※２）1.00＝140,000 

      （※１） 
270㎡＋380㎡

28ｍ
 ＝23.21…ｍ ＜ 32ｍ 

           ∴ 23.21…ｍ → 1.00 

    ③ ①＝② 

      ∴ 路線に接する距離が長い路線が正面路線 ➊ 

   ⑵ 評価額 

    ① （140,000×1.00＋140,000×（※１）1.00×0.08） 

      ×（※２）0.98×（※３）0.79＝117,059（円未満切捨） 

      （※１） 
270㎡＋380㎡

28ｍ
 ＝23.21…ｍ ＞ 22ｍ 

           ∴ 22ｍ → 1.00 

      （※２） 地積区分 Ｂ 

           かげ地割合 
880㎡－（270㎡＋380㎡）

40ｍ×22ｍ＝880㎡
  

                 ＝26.13… ％ 

           ∴ 0.98 ➊ 

      （※３） 
650㎡×0.95＋25

270㎡＋380㎡＝650㎡
 ×0.8＝0.79 ➊ 

   （小数点以下２位未満切捨） 

    ② ①×380 ㎡＝44,482,420 ➊ 

    ③ ②×
80

100
 ➊＝35,585,936 
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⑴ 相続又は遺贈により取得した個々の財産の価額の計算（続き） （単位：円） 

財産の種類 取 得 者 
課税価格に算

入される金額 
計  算  過  程 

宅地Ｇ 配偶者乙 ➊ 18,700,000 ⑴① 20,000,000×1.1＝22,000,000 

    ② ①×
3,000,000

20,000,000
 ×

14.137

18.508
 ＝2,520,645（円未満切捨） 

    ③ ①－②＝19,479,355 ➊ 

   ⑵ 22,000,000×（１－（※）15％）＝18,700,000 

     （※） Ｈ30.5.25～Ｒ5.6.4 → ５年 10 日 

         20年－５年 10日＝15年（６月以上切上） 

         ∴ 15％ ➊ 

    

Ｈ社株式 兄 Ｂ ➊ 53,686,500 35,791×1,500 株＝53,686,500 

 甥 Ｄ ➊ 800,000  2,000× 400 株＝  800,000 

    

Ｋ銀行普通預金 甥 Ｄ ➋ 6,182,500 50,000 ドル×123.65＝6,182,500 

    

 ⑵ 遺贈により取得した個々の財産（取引相場のないＨ社株式）の価額の計算 

  イ 評価方式の判定 

Ｂ41個＋Ｄ４個

100個－10個
 ＝50％ ≧ 30％  ∴ 同族株主等 ➊ 

兄Ｂ  
41個

100個－10個
 ＝45.55…％ ≧ ５％  ∴ 原則的評価方式 ➊ 

甥Ｄ  
４個

100個－10個
 ＝4.44…％ ＜ ５％ 、 役員でない 

    甥Ｄを中心に
４個

100個－10個
 ＝4.44…％ ＜25％ 

    ∴ 甥Ｄは他に中心的な同族株主兄Ｂがいるため配当還元方式 ➊ 

  ロ １株当たりの純資産価額の計算 （単位：円） 

＜所有宅地の評価＞ 

117,059×270 ㎡＝31,605,000（千円未満切捨）➊ 

＜借地権の評価＞ 

44,482,420×
20

100
 ＝8,896,000（千円未満切捨）➊ 
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 ⑵ 遺贈により取得した個々の財産（取引相場のないＨ社株式）の価額の計算（続き） 

  ロ １株当たりの純資産価額の計算（続き） （単位：円） 

＜Ｊ社株式の評価＞ 

① １株当たりの純資産価額 

  
90,000,000－15,000,000

20,000株
 ＝3,750 ➊ 

② 併用方式 

  1,250×0.50＋3,750×0.50＝2,500 

③ ① ＞ ②  ∴ 2,500 

  2,500×20,000 株＝50,000,000 ➊ 

＜１株当たりの純資産価額＞ 

① （31,605,000＋8,896,000＋50,000,000＋709,499,000）－250,000,000＝550,000,000 

② （10,501,000＋10,000,000＋709,499,000）－250,000,000＝480,000,000 

③ （①－②）×37％＝25,900,000 

④ 
①－③

10,000株－1,000株
 ＝58,233（円未満切捨）➊ 

⑤ ④×
80

100
 ➊＝46,586（円未満切捨） 

  ハ １株当たりの価額の計算 （単位：円） 

⑴ 特定の評価会社の判定 

 ① 令和５年２月期を基準 

   
36,000,000

10,000株－1,000株
 ＝4,000 、 

36,000,000

50
 ＝720,000 株 

   Ⓑ１ 
（０＋０）÷２

720,000株
 ＝０ 

   Ⓒ１イ 20,000,000－45,000,000➊＋10,000,000➊＝△15,000,000  ∴ ０ 

     ロ （△15,000,000）＋（△10,00,000）＝△25,000,000  ∴ ０ 

     ハ イ＝ロ  ∴ ０ 

   Ⓓ１ 
36,000,000＋174,000,000

720,000株
 ＝291（円未満切捨） 

 ② 令和４年２月期を基準 

   Ⓑ２ 
（０＋０）÷２

720,000株
 ＝０ 

   Ⓒ２イ △10,000,000  ∴ ０ 

     ロ （8,000,000－10,000,000）÷2＝△1,000,000  ∴ ０ 
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 ⑵ 遺贈により取得した個々の財産（取引相場のないＨ社株式）の価額の計算（続き） 

  ハ １株当たりの価額の計算（続き） （単位：円） 

     ハ イ＝ロ  ∴ ０ 

   Ⓓ２ 
36,000,000＋167,000,000

720,000株
 ＝281（円未満切捨） 

   ∴ 比準要素数１の会社 ➊ 

⑵ 類似業種比準価額 

 ① その他の総合工事業 

   Ａ  212、211、212、210、211  ∴ 210 

   210×








０

5.8
 ＋

０

40
 ＋

291

325
 

３
 ×0.7＝42.6（10 銭未満切捨）➊ 

 ② 総合工事業 

   Ａ  230、228、230、223、2228  ∴ 223 

   223×








０

5.8
 ＋

０

40
 ＋

291

330
 

３
 ×0.7＝45.2（10 銭未満切捨）➊ 

 ③ ① ＜ ②  ∴ 42.6 

   42.6×
4,000

50
 ➊＝3,408 

⑶ １株当たりの純資産価額 

  46,586 

⑷ 併用方式による評価額 

  3,408×0.25＋46,586×0.75＝35,791（円未満切捨）➊ 

⑸ ⑶ ＞ ⑷  ∴ 35,791 

⑹ 配当還元価額 

  
（※）2.50

10％
 ×

4,000

50
 ＝2,000 

  （※） 0 ≦ 2.50  ∴ 2.50 
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 ⑶ 小規模宅地等の特例の計算 （単位：円） 

計  算  過  程 

⑴ 減額単価（特例対象宅地等及び減額割合➊） 

  宅地Ｆ○貸（Ｂ）  
35,585,936

380㎡
 ×50％＝46,823.6 

  宅地Ｇ○貸（乙）  
18,700,000

400㎡
 ×50％＝23,375 

⑵ 有利選択 

  兄Ｂ取得貸付事業用宅地等（※）200 ㎡を選択 

  （※） 380 ㎡ ＞ 200 ㎡  ∴ 200 ㎡ 

⑶ 減額計算 

  宅地Ｆ  46,823.6×200 ㎡＝9,364,720 

特 例 適 用 対 象 財 産 取 得 者 課税価格から減額される金額（単位：円） 

宅地Ｆ 兄 Ｂ ➋ 9,364,720 

 ⑷ 分割財財産の価額の計算 （単位：円） 

配偶者乙    
３

４
             ＝328,800,000 

兄  Ｂ  438,400,000×  １

４
 ×

１

２
 －（※）1,000,000➊＝ 53,800,000 

甥  Ｄ    
１

４
 ×

１

２
           ＝ 54,800,000 

（※） 措法 70 の非課税    （相続分➊） 

 ⑸ 課税価格から控除すべき債務及び葬式費用の額の計算 （単位：円） 

債務及び葬式費用 負担者 金  額 計  算  過  程 

債務 配偶者乙  △ 150,000 300,000×
１

２
 ＝150,000 

 母 丁  － 相続人でないため適用なし 

    

葬式費用 配偶者乙  △ 600,000  

（1,500,000－（※）300,000）×
１

２
 ＝600,000 

 母 丁  △ 600,000  

     （※） 香典返戻費用は控除できない 

 

  



73－相続税解答―9 

 ⑹ 相続又は遺贈によるみなし取得財産の価額の計算 （単位：円） 

財産の種類 取 得 者 
課税価格に算

入される金額 
計  算  過  程 

生命保険金等 母 丁  7,500,000  15,000,000×
１

２
 ＝7,500,000 

 甥 Ｄ  3,750,000  

15,000,000×
１

４
 ＝3,750,000 

 姪 孫 Ｅ  3,750,000 
 

同上の非課税
金額 

甥 Ｄ  3,750,000 ⑴ 5,000,000×２人＝10,000,000 

母 丁  － ⑵ 3,750,000 

 姪 孫 Ｅ  － ⑶ ⑴ ≧ ⑵  ∴ 3,750,000 

     母丁及び姪孫Ｅは相続人でないため適用なし 

 ⑺ 各相続人等の課税価格の計算 （単位：円） 

相続人等 

区分 
配偶者乙 母  丁 兄  Ｂ 甥  Ｄ 姪 孫 Ｅ 

遺贈による取得財産 18,700,000  79,907,716 6,982,500  

分 割 財 産 328,800,000  53,800,000 54,800,000  

み な し 取 得 財 産  ➊ 7,500,000  ➊     0 ➊ 3,750,000 

債 務 ➊△ 150,000     

葬 式 費 用 △ 600,000 △ 600,000 ➊   

課 税 価 格 
（1,000 円未満切捨て） 

346,750,000 6,900,000 133,707,000 61,782,000 3,750,000 

２ 納付すべき相続税額の計算 

 ⑴ 相続税の総額の計算 

課税価格の合計額 遺産に係る基礎控除額 課税遺産総額 

千円 千円 千円 

552,889 30,000＋6,000×２人＝42,000➊ 510,889 

法定相続人 法定相続分 法定相続分に応ずる取得金額 相続税の総額の基となる税額 

  円 円 

配偶者乙 
２

３
  340,592,000 128,296,000 

母 丁 
１

３
  170,296,000 51,118,400 

 ➊   

合計 ２ 人 １  
（100 円未満切捨て） 

179,414,400 円 

（相続税の総額記載➊） 
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 ⑵ 各相続人等の納付すべき相続税額の計算 （単位：円） 

相続人等 

区分 
配偶者乙 母  丁 兄  Ｂ 甥  Ｄ 姪 孫 Ｅ 

算出税額 112,521,578 2,239,073 43,388,385 20,048,473 1,216,888 

加
算
又
は
減
算 

相続税額の 

２割加算金額 
  8,677,677 4,009,694 243,377 

配 偶 者 の 

税額軽減額 
△112,521,578     

未成年者控

除額 
    － 

納付税額 

（100円未満切捨て） 
0 2,213,000 52,604,400 29,624,500 1,475,300 

（注） 相続税額の加算及び控除金額等の計算過程は、次の⑶に記載する。 （各相続人等の納付税額記載➊） 

 

 ⑶ 相続税額の２割加算金額及び控除額の計算 （単位：円） 

加算及び控除の項目 対 象 者 金   額 計  算  過  程 

相続税額の２

割加算金額 
兄 Ｂ  8,677,677 43,388,385×

20

100
＝8,677,677 

甥 Ｄ  4,009,694 20,048,473×
20

100
＝4,009,694 

 姪 孫 Ｅ  243,377  1,216,888×
20

100
＝ 243,377 

   （対象者及び算式➌） 

配偶者の税額

軽減額 

配偶者乙 △112,521,578 ⑴ 112,521,578 

  ⑵① 552,889,000×
２

３
 ＝368,592,666 ≧ 160,000,000 

      ∴ 368,592,666 

    ② 346,750,000 

    ③ ① ＞ ②  ∴ 346,750,000 

    ④ 
179,414,400×③

552,889,000
 ＝112,521,578 

   ⑶ ⑴ ≦ ⑵④  ∴ 112,521,578 

   （算式➋） 

未成年者控除額 姪 孫 Ｅ  － 法定相続人でないため適用なし ➊ 
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【講評】 

〔第一問 問１〕 

 問１では、小規模宅地等の特例における特定居住用宅地等に該当するかどうかを判定する問題が出題さ

れました。 

 この問題は普段計算問題を解答する際の思考過程を文章化する問題です。甲宅地は「生計別親族の居住

用宅地等であること」、乙宅地は「同居親族以外の者が宅地を取得していること」、丙宅地は「生計を一に

する親族の居住用宅地等をその生計を一にする親族が取得していること」が説明できているかどうかがポ

イントとなります。 

 以上より第一問問１では、18点前後の得点が合否ラインになると思われます。 

〔第一問 問２〕 

 持分の定めのない法人に対し財産を贈与した場合の課税、特定一般社団法人等の理事が死亡した場合の

特定一般社団法人等に対する課税の規定を解答する問題が出題されました。 

 持分の定めのない法人に対し財産を贈与した場合の課税の規定では、贈与等をした者の親族その他これ

らの者と特別の関係がある者の贈与税の負担が不当に減少するときに贈与税が課税されることの説明がポ

イントとなります。 

 また、特定一般社団法人等に対する課税の規定では、一般社団法人Ｚが特定一般社団法人等に該当する

こと、遺贈により取得したものとみなされる金額、贈与税額の控除、これらの説明が解答のポイントとな

ります。 

 以上より第一問問２では、18点前後の得点が合否ラインになると思われます。 

〔第二問〕 

 今年も財産評価が宅地Ｆ、宅地Ｆの隣接地、宅地Ｇ、取引相場のないＨ社株式とＫ銀行外貨建普通預金

と例年と比較して少ない問題でした。しかし、宅地Ｆ及び宅地Ｆ隣接地の評価を誤ると取引相場のないＨ

社株式の評価も誤ってしまうという芋づる式の問題となっていました。 

 このようことから今年の問題は、宅地Ｆ、宅地Ｆの隣接地及び取引相場のないＨ社株式の評価以外を如

何にミス無く解答できたかどうか、宅地Ｆ、宅地Ｆの隣接地及び取引相場のないＨ社株式の評価において

部分点の獲得ができたかどうかがポイントとなります。 

 以上より第二問では、34点前後の得点が合否ラインになると思われます。 

〔全体について〕 

 今回の試験問題は、第一問は適用関係の説明が解答できているかどうかが、第二問は凡ミスをせず如何

に正確な答案作成ができたかどうかが合否を分けることになると思われます。 

 ボーダーラインについては、70点前後と予想されます。 



 

★オンラインでどこでも学習ＯＫ 
インターネットに繋がる環境があれば、自宅にいな
がら実力派講師の講義が受けられます。 
★後からでも、何度でも受講ＯＫ 
講義はすべて録画しているので、受講期間内で
あれば、後から好きな時に繰り返し見直せます。 
★スマホ・タブレットにダウンロードＯＫ 
モバイル端末に講義をダウンロードすれば、通信
料を気にせず、外出先でも学習できます。 

資料請求は 
こちら 

↓ 

 

 

 第 73 回税理士試験の受験お疲れ様でした。今年の本試験が終わると、多くの方は来年度、第 74 回税理士

試験受験に向けた準備を始められることと思います。 

 ネットスクールでは、試験翌週より令和６年度(第 74 回)税理士試験に向けた科目選びや講座選びに役立つ

イベントを YouTube で無料配信します。来年度の税理士試験に向け、ぜひご覧下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

詳細はネットスクールホームページをご覧下さい。 

https://www.net-school.co.jp/ または 『ネットスクール』で検索！ 

【開講オリエンテーション】 
や開講に先立ち、科目別の効率的な学習方法

心構えをお伝えする、受講生向けのオリエンテー
ションの様子を収録し、YouTube で公開します。 

科目  配信日程  

簿記論・財務諸表論  8月 29日(火)公開予定 

消費税法  8月 31日(木)公開予定 

法人税法  9 月 1 日(金)公開予定 

相続税法  9 月 4 日(月)公開予定 

国税徴収法  9 月 1 日(金)公開予定 

 

【無料説明会】 
各科目の概要や WEB 講座の特長・学習スタイルなどを生配信でお伝えします(国税徴収法は録画配信

のみとなります)。リアルタイムでご覧の場合、YouTube のチャット機能を通じた先生への相談も可能です。 

科目  配信日程  

簿記論・財務諸表論  8 月 16 日(水)19:30～ 

消費税法  8 月 14 日(月)19:00～ 

法人税法  8 月 15 日(火)19:00～ 

相続税法  8 月 17 日(木)19:30～ 

国税徴収法  8 月 15 日(火)公開予定  

 

【無料体験講義】 
各科目の初回 OUTPUT 講義の様子も、

YouTube で公開します。ぜひ、実際の講義を体験
してみて下さい。 

科目  配信日程  

簿記論  9 月 5 日(火)公開予定 

財務諸表論  9 月 8 日(金)公開予定 

消費税法  9 月 11 日(月)公開予定 

法人税法  9 月 11 日(月)公開予定 

相続税法  9 月 11 日(月)公開予定 

国税徴収法  9 月 7 日(木)公開予定 

 

※都合により予告なく変更となる場合がございます。ご了承ください。 

講義配信システムをリニューアル！ 

【分割払い 金利・手数無料キャンペーン開催中！】 

 ３万円の受講料のお申込みでご利用頂ける分割払いの金利・手数料を、2023 年 9
月 29 日(金)までの期間限定で、ネットスクールが全額負担するキャンペーンを実施中
です。 

 こちらの詳細も、ネットスクールホームページをご覧下さい。 

※消費税法・法人税法のご案内が誤っていたため、修正いたしました。 




